
別紙様式１（高） 

令和４年度 学校経営計画表 
 

１ 学校の現況 

学校番号 88 学校名 茨城県立三和高等学校 課程 全日制 学校長名 長久保 靜江 

教頭名 木村  功   事務長名 井坂 博一 

教職員数 教諭 ２３ 
養 護

教諭 
１ 

常勤 

講師 
３ 

非常勤 

講師 
７ 

実習教諭、実習講師、

実習助手 
１ 

事務職

員 
３ 

技術職

員等 
４ 計 ４２ 

生徒数 
小学科 

１年 ２年 ３年 ４年 合計 合  計 

クラス数 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

普通科 ３５ ３０ ３６ ３７ ５６ ５９   １２７ １２６ １０ 

 

 

２ 目指す学校像 

① 基本的生活習慣の確立を図るとともに、学校行事、体験活動や交流活動等をとおして、誠実で豊かな心を育む学校 

② 個に応じたきめ細かな学習指導による基礎学力の定着をもとに、確かな学力と自ら学ぶ姿勢を身に付けることができる学校 

③ 部活動や特別活動の活性化により、心身ともに健康で、何事にも一生懸命に取り組む溌剌とした生徒を育成する学校 

④ 望ましい職業観と勤労観の育成を図りながら、生徒一人一人の進路希望の実現を目指し、地域社会の発展に寄与できる人財を育成する学校 

⑤ 保護者や地域社会と連携・協力をしながら、教育活動の改善と充実を図る開かれた学校 

 

 

３ 三つの方針（スクール・ポリシー） 

育成を目指す資質・能力に関する方針 

（グラデュエーション・ポリシー） 

〇意欲をもって学習や学校生活に取り組み、主体性や社会性、豊かな人間性を身に付けた、地域を支え社会に

貢献できる人財 

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（カリキュラム・ポリシー） 

〇生徒一人一人の多様な学習ニーズにきめ細かく対応した学習活動と体験活動、キャリア教育による、生徒の

進路希望の実現 

入学者の受入れに関する方針 

（アドミッション・ポリシー） 

〇基礎学力の向上を目指して学習活動に励み、学校行事、体験活動や交流活動等に積極的に取り組む意欲のあ

る生徒 
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４ 現状分析と課題（数量的な分析を含む。） 

項目 現状分析 課題 

学習指導（教育課程） 習熟度別学習や少人数学習等による義務教育段階の学習内容

の「学び直し」を行い、基礎学力の向上を図っている。その結

果、一部の生徒には自信を持って意欲的に学習に取り組む姿が

見受けられるようになった。しかし、一方で家庭学習が不足し

ている生徒や苦手意識を強く抱いている生徒も多く、個に応じ

たきめ細かな学習指導が求められている。 

学校評価アンケートによって、生徒が努力しながら学習をし

ていることが明らかになっており、到達度テスト等を活用し

ての成果検証を行いつつ、基礎学力の向上に向けた地道な取

組を継続していく必要がある。デジタルコンテンツや学習に

おける成功体験により学習意欲を維持させながら、生徒への

更なる個別指導を実施することが課題である。 

進路指導 

キャリア教育 

各学年段階に応じた情報提供や個別指導、インターンシップ等

の取組により、望ましい職業観や勤労観の育成を図ることがで

きている。進学希望者や進学実績は着実に増加しており、学校

推薦就職希望者全員が進路を決定できた。就職先との連携によ

り円滑に就業できるよう、継続した支援が必要である。 

進学希望者及び学校推薦の就職希望者の進路決定率 100％

を目指し、キャリアガイダンスの充実を図る。また、各学年

段階に合わせて一人一人の進路意欲を引き出す指導を工夫

し、地域社会に有為な人財育成に向けた努力を継続してい

く。キャリアパスポートを活用し、自己の振り返りとともに

キャリア形成を支援する。進学希望者に対する個別指導の充

実が課題である。 

生徒指導 基本的な生活習慣が身についていない生徒や、規範意識に欠け

る生徒は減っている。問題行動も交通関係や喫煙等から SNS

関連の案件への変化が見られる。高校進学を機に学校生活への

取り組み方が好転した生徒も見受けられるが、一部に学校生活

への不安や家庭内の問題を抱える生徒がおり、一人一人に対す

るきめ細かな指導の継続が必要である。 

更なる規範意識の高揚を図るため、組織的な生徒指導体制を

維持していく。生徒が抱える不安や家庭内の問題については

SC や SSW 等の専門家を活用し解消に努めていく。学校生

活での積極的な声かけを充実し、相談しやすい雰囲気作りを

心がけ、生徒と教員、生徒同士の良好な人間関係を築くとと

もに、保護者との協力体制作りを引き続き強化していく。 

特別活動 コロナ感染症の影響下において、生徒会活動、各種委員会活動、

ＬＨＲなど、実施方法や活動内容を工夫し、感染対策と活動の

活性化を両立している。諸活動をとおして、自己肯定感やコミ

ュニケーション力を身に付け、進路実現につなげている生徒も

おり、本校における意義は大きい。部活動については、入学生

徒数減ならびに加入率低下による加入者数減少により、団体種

目では合同チームでの活動が主となっている。完全複数顧問制

を導入するために文化部の統合を行った。 

入学者はもとより、部活動参加生徒が減少する中で、部活動

指導方針を踏まえた持続可能な形態についての検討と対応

が必要である。同時に、生徒会活動・委員会活動を含めた生

徒の主体的な活動を促すための、顧問の指導力の向上と活性

化に向けた取組の継続が求められている。また、生徒が自己

の活動を振り返る機会を定期的に設定し、部活動や学校行

事、生徒会活動等をとおして生徒のキャリア形成を促してい

く。 



別紙様式１（高） 

組織運営 

（働き方改革） 

勤務時間実態調査によると、超過勤務が月 80 時間以上の職員

はほとんどいないが、月 45 時間以上の職員は減ってきている

ものの、職員による業務の偏りが見られる。生徒の個別指導や

部活動指導に向ける時間的余裕、精神的な余裕が生み出しにく

く、教員の自発的な働きに負うところが大きくなってしまう。 

業務の精選や効率化、組織的な取組等により、職員ごとの業

務の偏重を減らし、超過勤務の減少を目指す。ICT による教

材や情報の共有化やペーパーレス化等をとおして、効果的・

効率的な業務の在り方を検討・実施し、勤務時間外の在校時

間をできる限り減らしていく。 

教育環境整備 校舎・体育館・グラウンド等のハード面では比較的恵まれてい

る。昨年度末に設置された電子黒板も授業や行事において有効

活用されている。タブレット対応部署としてネットワーク委員

会を組織し、管理方法、ルール設定、組織的な活用に向けた研

修等を主導している。 

タブレットをはじめとする ICT 整備に関しては、対応部署

を組織し、前年度の課題解消を目指した本格的な運用とな

る。対応できる教員の人的な手当や、事務部との連携など校

内ルールも含めた環境整備を継続し、有効活用できるよう取

組を進める。 

地域との連携 

（保護者、地域住民等） 

保護者や地域住民は本校の特色や存在意義を理解し、支援して

くれている。特にインターンシップや「総合的な探究の時間」

においては事業の意図を理解し、実習の受け入れ、講師の派遣

等、多方面にわたり協力いただけている。 

保護者や地域住民が本校に期待する人財育成のため、引き続

き情報交換や連携を密にし、地域に支持され続ける学校を目

指す。探究活動に係る連携や情報発信に注力していく。 

保健管理 

安全管理 

保健厚生部を中心に組織的な保健管理に取り組んでいる。特に

コロナ感染症対策のため、備品整備、情報提供等を積極的に行

っている。また「学校危機管理マニュアル」に基づき、防災体

制の確立・安全管理を行っている。 

コロナ感染症対策については、校内の組織的な対応を推進

し、地域の感染状況に応じた感染対策に努める。「学校危機

管理マニュアル」の定期的な見直しを行い、現状に沿った安

全管理体制の構築に努める。 

研修 

（資質向上の取組） 

保護者対応や生徒支援、ICT に関する研修を行い、実践に生か

すことができた。また、オンライン学習方法研修会や研修セン

ターの希望研修等に参加した教員が校内で研修内容を共有す

るなど、組織的に取り組んでいる。授業力向上委員会を中心に

相互授業参観を計画し、教員間での研修により授業改善に取り

組んでいる。 

ICT 活用に関する技術的な研修等を重点的に実施し、効果的

かつ効率的に教育活動を展開するとともに、コンテンツの蓄

積を進めていく必要がある。実施体制の構築と年間を通じた

校内研修が必要である。 

情報提供 

（広報、生徒募集） 

例年、夏期休業中に実施している学校説明会では多くの中学生

や保護者の参加がある。11 月の学校公開時に探究活動発表会を

併せて実施し、生徒間の交流により本校教育活動をアピールし

た。 

昨年度実施した動画による学校紹介など、学校 HP による広

報活動を適宜行うとともに、管理職を中心とした中学校訪問

や生徒間の交流による生徒募集を積極的に行う。 
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５ 中期的目標 

① 組織的、かつ個に応じた生徒指導を行い、基本的生活習慣の確立を目指すとともに、学校行事、体験活動や交流活動等を活用し、誠実で豊かな心

を培う「心の教育」をより一層推進する。 

② 習熟度別学習や少人数学習等のきめ細かな指導と能力に応じた指導による基礎学力の定着をもとに、確かな学力と自ら学ぶ姿勢を育てる。 

③ 部活動や特別活動等の活性化により、健全な精神と丈夫な身体を培い、何事にも一生懸命に取り組む溌剌とした人間を育てる。 

④ 各学年に応じた進路教育やインターンシップ、資格取得等を生かして、生徒一人一人の進路希望の実現を目指すとともに、望ましい職業観と勤労

観の育成を図る。 

⑤ 保護者や地域社会との情報交換や交流を密にし、更なる連携と協力をしながら、開かれた学校を目指し、より一層の教育活動の改善と充実を図る。 

⑥ 学校の現状を踏まえ、働き方改革の推進を図る。 

 

６ 本年度の重点目標 

重点項目 重点目標 

１ 基本的生活習慣の確立と誠実

で豊かな心の育成 

① 服装容儀の指導方法を工夫・改善し、自律的な生活態度の育成を図る。 

② 挨拶や言葉遣い、話を聞く態度の育成等の礼儀指導の充実を図る。 

③ いじめの対処方針や指導計画を定め、いじめの未然防止、早期発見や早期解消に向けた取組を組織的に実践す

る。併せて関係諸機関とも連携し、いじめや暴力のない「安全・安心な学校づくり」を推進する。 

④ 生徒や保護者とのコミュニケーションを密にして、悩みや相談に応じるとともに、相談しやすい雰囲気作りに

努め、SC や SSW の活用と併せて進路変更者をゼロに近づける。 

⑤ 境特別支援学校等との交流活動や様々な体験活動、学校行事等を活用して豊かな心を培う。 

⑥ 学校の教育活動全体をとおして、人間としての在り方・生き方に関する教育を行い、道徳心や規範意識、社会

性等を育成する。 

２ わかる授業の実践による基礎

学力の定着 

⑦ わかる授業の実践をとおして一つ一つわかる喜びを積み重ね、不得意科目の克服と併せて、生徒に学習への自

信を付けさせる。 

⑧ 習熟度別学習や TT、ICT 活用授業等の指導形態の工夫・改善により、きめ細かな指導を実践する。 

⑨ 授業力向上委員会を中核とした全職員による協力体制を構築し、授業公開及び研究協議等の充実によって生徒

の進路実現に必要な学力を身に付けさせるための組織的な取組を推進する。 

⑩ コンピューターやタブレットを活用した授業方法を研究する。 
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３ 部活動や特別活動の活性化に

よるたくましい心の育成 

⑪ 部活動における指導方法の工夫・改善による競技力の向上や、合同チームなどでの試合機会の確保に努め、部

活動の活性化を図る。 

⑫ 球技会等の学校行事をとおして協力する心や団結力を育む。 

⑬ ＬＨＲにおける指導方法を検討し、より有効なＬＨＲ活動を推進する。 

⑭ 挨拶運動やボランティア活動等をとおして、生徒会活動を活性化させる。 

４ 生徒の進路希望の実現 ⑮ 生徒一人一人の資質・能力や適性に基づいた計画的な進路指導を実践する。 

⑯ 外部講師による講演会等の実施方法を工夫し、企業見学やインターンシップの代替企画等をとおして、望まし

い職業観と勤労観の育成を図る。 

⑰ 礼儀指導や面接指導を組織的に行う。更に資格取得を奨励し、希望者の進路決定率 100％を目指す。 

⑱ キャリアパスポート等の活用によりキャリア教育を推進し、社会に貢献できる人財の育成を図る。 

５ 「地域とともにある学校づく

り」の推進 

⑲ 学校の情報を積極的に発信するとともに、保護者や地域社会からの要望や提言を集約し、学校教育の改善と充

実に生かす。 

⑳ 中学校との定期的な情報交換をとおして、中高の連携を密にし、中学校や地域社会に信頼され、安心して通う

ことができる学校を目指す。 

㉑ 探究活動やボランティアをとおして地域社会と連携や協力する心を培い、交流を深める。 

㉒ コロナ下での方法を工夫しながら、中学校や地域社会への広報に努める。  

６ 将来の学校の在り方に関する

議論の活性化 

㉓ 新学習指導要領の目的を達成するため、生徒に身につけさせたい資質・能力を全職員で共有し、生徒の実態に

即した魅力ある教育活動を創造する。 

㉔ グランドデザインを基に、「将来構想」に関する議論を活性化し、社会の変化を見据えながら中・長期的な学

校のビジョンを確立する。 

㉕ 入学志願者を増加させるための具体的方策について議論する。 

７ 持続可能な学校教育のための

働き方改革の推進 

㉖ 各学校行事について、目的と効果を検証しながらより有効な実施方法を検討し、精選を図る。 

㉗ 教材の共有化、ICT を活用した情報の共有化やペーパーレス化などを推進し、業務の効率化を図る。 

㉘ 部活動運営方針を軸に適正な部活動の数や指導の在り方を検討し、見直しを図る。 

㉙ 校務分掌の再編や業務の見直しにより、教員負担の分散をすすめる。 
 


